
 

 

 
 

 

 

                                        

 

 

 

 

資料編 
 





資料編 

 

- 243 - 

 

１ 用語の説明 

 

介護給付 要介護の認定を受けた人が受けることができる給付のことです。 

予防給付 要支援の認定を受けた人が受けることができる給付のことです。 

居宅サービス 在宅で受けられる介護サービスのことです。 

地域密着型サービス 

要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域での生活ができるよ

うに創設されたサービスのことで、施設所在地の市町村に居住する人が

受けられるサービスのことです。 

施設サービス 
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院で受けられるサービ

スのことです。 

訪問介護 

訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の居宅を訪問して、できるだけ居

宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるように、食事・排泄・入浴等の

介護（身体介護）や、掃除・洗濯・買い物・調理等の生活の支援（生活援助）

を行います。 

訪問入浴介護 

利用者の居宅を入浴車等で訪問し、できるだけ居宅で能力に応じ自立し

た日常生活を営めるように、浴槽を提供して入浴の介護を行い、身体の

清潔の保持、心身機能の維持等を図るものです。 

訪問看護 

訪問看護ステーションや病院・診療所の看護師等が、利用者の居宅を訪

問して療養上の世話や必要な診療の補助を行い、できるだけ居宅で能力

に応じ自立した日常生活を営めるように、療養生活を支援し、心身機能

の維持回復を目指すものです。 

訪問リハビリテーション 

病院・診療所又は介護老人保健施設の理学療法士・作業療法士・言語聴

覚士等が、利用者の自宅を訪問して、できるだけ居宅で能力に応じ自立

した日常生活を営めるように、理学療法・作業療法その他必要なリハビリ

テーションを行うことにより、心身機能の維持回復を図るものです。 

居宅療養管理指導 

医師・歯科医師・薬剤師等が、通院が困難な利用者の居宅を訪問して、で

きるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるように、療養上の

管理や指導を行うことにより、療養生活の質の向上を図るものです。 

通所介護 

デイサービスと言われるものです。 

利用者ができるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるよう

に、特別養護老人ホーム等や老人デイサービスセンターに通い、必要な日

常生活上の支援や機能訓練を受けることで、社会的孤立感の解消と心身

の機能の維持、家族の身体的・精神的負担の軽減を図るものです。 

認知症対応型通所介護 

認知症の利用者を対象とした専門的なケアを提供するサービスです。 

利用者ができるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるよう

に、特別養護老人ホーム等や老人デイサービスセンターに通い、必要な日

常生活上の支援や機能訓練を受けることで、社会的孤立感の解消と心身

の機能の維持、家族の身体的・精神的負担の軽減を図るものです。 

通所リハビリテーション 

デイケアと言われるものです。 

利用者ができるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるよう

に、介護老人保健施設や病院・診療所に通い、理学療法、作業療法その他

必要なリハビリテーションを行うことにより、心身機能の維持回復を図る

ものです。 

短期入所生活介護 

短期入所療養介護 

ショートステイと言われるものです。利用者ができるだけ居宅で能力に応

じ自立した日常生活を営めるように、特別養護老人ホーム等が常に介護

が必要な方の短期間の入所を受け入れ、必要な日常生活上の支援や機能

訓練を行うことで、社会的孤立感の解消と心身の機能の維持、家族の身

体的・精神的負担の軽減を図るものです。 
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福祉用具貸与 

利用者ができるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるように、

利用者の心身の状況、希望と環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援

助・取付・調整等を行い、福祉用具を貸与（レンタル）することにより、利用

者の生活機能の維持改善を図るものです。 

住宅改修 

心身の機能が低下した高齢者の住まいを安全で使い易くするため、また、

介護者の負担を軽減するため、手すりの取付や段差の解消等の、小規模な

住宅改修を行うものです。 

要介護状態区分等にかかわらず、住民票の住所地につき２０万円を上限

に、利用者の負担割合に応じて住宅改修費を支給します。 

特定福祉用具販売 

利用者ができるだけ居宅で能力に応じ自立した日常生活を営めるように、

利用者の心身の状況、希望と環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援

助・取付・調整等を行い、貸与（レンタル）になじまない福祉用具を販売する

ことにより、利用者の生活機能の維持改善を図るものです。 

要介護状態区分等にかかわらず、年間（４月～翌年３月）で１０万円を上限

に、利用者の負担割合に応じて福祉用具購入費を支給します。 

認知症対応型共同生活

介護 

グループホームと言われるもので、認知症の利用者を対象とした専門的な

ケアを提供するサービスです。共同生活住居で、家庭的な環境と地域住民

との交流の下、食事・排泄・入浴等の日常生活上の支援や機能訓練を行い、

利用者が能力に応じ自立した日常生活を営めるようにするものです。 

小規模多機能型居宅介

護 

利用者の選択に応じて、施設への「通い」を中心として、短期間の「宿泊」や

自宅への「訪問」を組み合わせ、家庭的な環境と地域住民との交流の下、日

常生活上の支援や機能訓練を行い、能力に応じ居宅で自立した日常生活

を営むことができるようにするものです。 

看護小規模多機能型居

宅介護 

小規模多機能型居宅介護に訪問看護を組み合わせたものです。 

家庭的な環境と地域住民との交流の下、介護と看護の一体的なサービス

の提供を受けることができます。 

定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

定期的な巡回や随時通報への対応など利用者の心身の状況に応じて、２４

時間必要なサービスを必要なタイミングで柔軟に提供します。 

特定施設入居者生活介

護 

介護保険の指定を受けた有料老人ホームやケアハウスに入居している方に

対し、特定施設サービス計画に基づき、食事・排泄・入浴等の日常生活上の

支援や機能訓練を行い、施設で能力に応じ自立した生活を営むことができ

るようにするものです。 

介護老人福祉施設 

特別養護老人ホームと言われるものです。 

入所者に対し、施設サービス計画に基づき、食事・排泄・入浴等の日常生活

上の支援、機能訓練、健康管理、療養上の世話を行うことを目的とした施

設です。要介護３～５の方が利用できますが、要介護１・２の方でも、特例入

所の要件を満たす方は利用できます。 

介護老人保健施設 

在宅復帰を目指している方の入所を受け入れ、入所者に対し、施設サービ

ス計画に基づき、看護、医学的管理下での介護、機能訓練等の必要な医

療、日常生活上の支援を行うことを目的とした施設です。要介護１～５の方

が利用できます。 

介護療養型医療施設 
※平成３０年４月の介護医療

院創設に伴い、令和５年度

末をもって廃止 

長期にわたり療養が必要な方の入所を受け入れ、入所者に対し、施設サー

ビス計画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理下の介護、機能訓練

等の必要な医療を行うことを目的とした施設です。要介護１～５の方が利

用できます。 

介護医療院 

長期にわたり療養が必要な方の入所を受け入れ、入所者に対し、施設サー

ビス計画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理下での介護、機能訓

練等の必要な医療、日常生活上の支援を行い、施設で能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるようにするものです。要介護１～５の方が利

用できます。 
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２ 倉敷市高齢者保健福祉計画及び倉敷市介護保険事業計画策定経過 

 

年月日 会議などの開催状況 

令和４年 

１１月 １日  

 

１２月１２日  

 

令和５年 

４月２７日  

 

６月２１日  

７月１８日  

７月２６日  

 

８月２２日  

８月３０日  

１０月１６日  

１０月２３日  

１０月２５日  

１１月２１日  

１１月２９日  

１２月１１日  

１２月１２日  

令和６年 

  １月１６日  

１月２４日  

２月 ２日  

２月 ７日  

 

在宅介護実態調査 

（～令和５年 ２月２８日） 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（～令和４年１２月２８日） 

 

社会福祉審議会開催 

策定専門分科会の設置 

市議会保福祉委員会へ報告 

策定幹事会（第１回） 

策定専門分科会（第１回） 

市長からの諮問 

策定幹事会（第２回） 

策定専門分科会（第２回） 

策定幹事会（第３回） 

ワーキング部会 

策定専門分科会（第３回） 

策定幹事会（第４回） 

策定専門分科会（第４回） 

市議会保健福祉委員へ素案を報告 

パブリックコメント 

（～令和６年 １月１１日） 

策定幹事会（第５回） 

策定専門分科会（第５回） 

市議会保健福祉委員会へ報告 

市長への答申 
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３ 倉敷市社会福祉審議会条例（抄） 

 

平成１３年１２月２７日 

条例第５０号 

改正 平成２５年３月２７日条例第７号 

平成２５年９月３０日条例第４２号 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）第７条第１項の規定に基

づく社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関として、倉敷市社会福祉審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員３５人以内で組織する。 

２ 委員の任期は３年とし、欠員を生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長の職務を行う委員） 

第３条 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委

員がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、会議を招

集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

５ 臨時委員は、当該特別の事項について会議を開き、議決を行う場合には、前２項の規定の適

用については、委員とみなす。 

（専門分科会） 

第５条 審議会の専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

２ 審議会の各専門分科会に専門分科会長を置き、その専門分科会に属する委員及び臨時委員の

互選によってこれを定める。 

３ 専門分科会長は、その専門分科会の事務を総理する。 

４ 専門分科会長に事故があるとき、又は専門分科会長が欠けたときは、あらかじめ専門分科会

長が指名する委員がその職務を代理する。 

５ 専門分科会の会議は、専門分科会長が招集する。 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員長又は専門分科会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を

求め、説明又は意見を聴くことができる。 

（会議の公開） 

第７条 審議会及び専門分科会の会議（民生委員審査専門分科会及び身体障害者福祉専門分科会

審査部会の会議を除く。）は、公開とする。ただし、委員長が必要と認めた場合は、非公開と

することができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関して必要な事項は、市長が別に定める。 
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４ 倉敷市社会福祉審議会運営要綱（抄） 

 

平成１４年３月１３日 

告示第１０１号 

改正 平成１６年３月３１日告示第１８０号 

平成２０年３月７日告示第１０８号 

平成２２年１月６日告示第３号 

平成２４年２月２２日告示第９４号 

平成２４年３月３１日告示第１７８号 

平成２４年１０月３０日告示第６５８号 

平成２５年３月２７日告示第１７９号 

平成２６年１月１５日告示第２０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）及び倉敷市社

会福祉審議会条例（平成１３年倉敷市条例第５０号。以下「条例」という。）に基づき設置され

た倉敷市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に関して必要な事項を定めるものと

する。 

（副委員長） 

第２条 審議会に、条例第３条の規定により委員長の職務を代理する委員として、副委員長１人を

置き、委員長が指名するものとする。 

（専門分科会） 

第３条 審議会に、次の専門分科会を置く。 

（１） 民生委員審査専門分科会 

（２） 身体障がい者福祉専門分科会 

（３） 介護保険地域密着型サービス等運営専門分科会 

（４） 民生委員適正配置検討専門分科会 

（５） 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定専門分科会 

（６） 障がい者基本計画及び障がい福祉計画策定専門分科会 

（７） 地域福祉計画策定専門分科会 

２ 前項に掲げる専門分科会が調査審議をする事項は、別表第１のとおりとする。 

３ 審議会は第１項各号に定める専門分科会のほか必要に応じ、その他の専門分科会を置くことが

できる。 

４ 専門分科会は、その専門分科会に属する委員（臨時委員を含む。以下同じ。）の過半数が出席

しなければ会議を開き、議決を行うことができない。 

５ 専門分科会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、専門分科会長の決す

るところによる。 

（副専門分科会長） 

第４条 各専門分科会に、条例第５条第４項の規定により専門分科会長の職務を代理する委員とし

て、副専門分科会長１人を置き、各専門分科会長が指名する。 

（専門分科会の会議の特例） 

第５条 専門分科会長は、緊急やむを得ない必要がある場合には、当該専門分科会に属すべき委員

に対し書面により意見を求めることにより、会議の開催に代えることができる。 

（専門分科会の決議の特例） 

第６条 審議会は、専門事項に関し諮問を受けたときは、当該専門分科会の決議をもって審議会の

決議とすることができる。 
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（審査部会） 

第７条 身体障がい者福祉専門分科会に、身体障害者の障害程度の審査に関する事項を含む別表第

２に掲げる事項を調査審議するため、身体障がい者福祉専門分科会審査部会（以下「審査部会」

という。）を設ける。 

２ 審査部会に属する委員は、委員長が指名する。 

３ 審査部会に審査部会長１人を置き、審査部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

４ 審査部会は、審査部会長が招集し、会議の議長となり、審査部会の事務を総理する。 

５ 審査部会は、その属する委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決を行うことができ

ない。 

６ 審査部会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、審査部会長の決すると

ころによる。 

（副審査部会長） 

第８条 審査部会長に事故があるときは、あらかじめ審査部会長が指名した副審査部会長がその職

務を代理する。 

（審査部会の会議の特例） 

第９条 審査部会長は、緊急やむを得ない必要がある場合には、委員に対し書面により意見を求め

ることにより、会議の開催に代えることができる。 

（審査部会の決議の特例） 

第１０条 審査部会の決議又は意見をもって、審議会の決議又は意見とする。 

（議事録） 

第１１条 審議会の会議については、議事録を作成し、議事の概要を記録しなければならない。 

（守秘義務） 

第１２条 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その職を退いた後

も同様とする。 

（庶務） 

第１３条 審議会の庶務は、保健福祉局保健福祉推進課において総括する。ただし、専門分科会又

は審査部会の個別の庶務は、それぞれの事務を分掌する課が処理する。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

別表第１（第３条関係） 

分科会名 審議事項 

民生委員審査専門分科会 （１） 民生委員推薦会（以下「推薦会」という。）の推薦者に対する意見

（民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）第５条第２項） 

（２） 推薦会の推薦者が適当でないと認めることへの意見（民生委員法

第７条第１項） 

（３） 推薦会が再推薦しない場合に市長が適当と認める者を定め、推薦

する際の意見（民生委員法第7条第2項） 

（４） 民生委員解嘱を大臣具申することへの同意（民生委員法第１１条

第２項） 

（５） 民生委員解嘱について審議会が審査する際の本人への事前通告（民

生委員法第１２条第１項） 

（６） 前号の通告を受けた民生委員が審議会に対し意見を述べることの

受諾（民生委員法第１２条第２項） 

（７） 前各号に掲げるもののほか、民生委員の適否の審査に関する事項 
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身体障がい者福祉専門分

科会 

身体障害者の福祉に関する事項 

介護保険地域密着型サー

ビス等運営専門分科会 

（１） 本市における地域密着型介護サービス費及び地域密着型介護予防

サービス費の額を定める場合の意見（介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第４２条の２第５項及び第５４条の２第５項） 

（２） 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者を指定する場合の意見（介護保険法第７８条の２第７項及び

第１１５条の１２第５項） 

（３） 特定施設入居者生活介護事業者及び介護予防特定施設入居者生活

介護事業者を指定する場合の意見 

（４） 本市における指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予

防サービスに従事する従業者に関する基準、指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準並びに

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の

設備及び運営に関する基準を定める場合の意見（介護保険法第７８条の

４第６項及び第１１５条の１４第６項） 

（５） 前各号に掲げるもののほか、地域密着型サービス等の適正な運営

を確保するために必要な事項 

民生委員適正配置検討専

門分科会 

（１） 民生委員の適正配置に関する事項 

（２） 民生委員の定数に関する事項 

高齢者保健福祉計画及び

介護保険事業計画策定専

門分科会 

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定等に関する事項 

障がい者基本計画及び障

がい福祉計画策定専門分

科会 

障がい者基本計画及び障がい福祉計画策定等に関する事項 

地域福祉計画策定専門分

科会 

地域福祉計画策定等に関する事項 

 

別表第２（第７条関係） 

身体障がい者福祉専門分科会審査部会の審議事項 

区分 審議事項 

身体障害者の障害の程度

に関する事項 

（１） 身体障害者手帳の交付申請があった場合において、その障害が

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表（以下「法別表」

という。）に掲げるものに該当しないと市長が認めるための、審議会諮

問に対する答申（身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）

第５条第１項） 

（２） 身体障害者手帳の交付申請があった場合において、その障害が

法別表に掲げるものに該当するか否かについて疑いがあるとき又は身

体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号

身体障害者障害程度等級表に定めるいずれの級に該当するか不明なと

きの、審議会諮問に対する答申 

身体障害者手帳に係る診

断書交付医師に関する事

項 

（１） 身体障害者手帳のための診断書を交付する医師を指定する場合

の意見（身体障害者福祉法第１５条第２項） 

（２） 身体障害者手帳のための診断書を交付する医師の指定を市長が

取り消す場合の意見（身体障害者福祉法施行令第3条第3項） 
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５ 倉敷市社会福祉審議会高齢者保健福祉計画及び 

介護保険事業計画策定専門分科会委員名簿 
 
 

◎は会長 ○は副会長 

団体名・役職 氏名 

岡山県老人保健施設協会・会長 秋山 正史 

倉敷市高齢者支援センター職員連絡会・役員 秋山 みゆき 

認知症の人と家族の会岡山県支部・代表 安藤 光徳 

岡山県薬剤師会倉敷支部・理事 石元 秀和 

倉敷市内歯科医師会協議会・副会長 宇治郷 好彦 

市民公募者 衛藤 靖乃 

倉敷市民生委員児童委員協議会・副会長 生水 洋次 

岡山県老人福祉施設協議会・理事（デイサービスセンター部会） 亀浦 基範 

市民公募者 河相 祐子 

倉敷医師会・理事 木曽 昭光 

川崎医療福祉大学医療福祉学部医療福祉学科・教授 後藤 祐之 

倉敷市栄養改善協議会・会長 兒山 和子 

倉敷市社会福祉協議会・事務局次長（兼）地域福祉課長 佐賀 雅宏 

倉敷市特養連絡協議会・会長 中塚 裕之 

岡山県老人福祉施設協議会・監事（軽費・ケアハウス部会） 西岡 安彦 

倉敷市老人クラブ連合会・理事 福元 秀子 

倉敷市社会福祉協議会・生活支援コーディネーター 松本 和徳 

倉敷市総合福祉事業団・在宅福祉課長 三谷 育男 

倉敷市介護保険事業者等連絡協議会・会長 矢野 宏行 

倉敷市議会保健福祉委員会・委員長 薮田 尊典 

倉敷市愛育委員会連合会・副会長 山口 三枝子 

（５０音順 敬称略） 

○ 

◎ 
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６ 倉敷市高齢者保健福祉計画及び倉敷市介護保険事業計画策定幹事会 

  及びワーキング部会設置要領（抄） 
 

（目的及び設置） 

第１条 老人福祉法第２０条の８の規定に基づく高齢者保健福祉計画並びに介護保険法第１１７

条に基づく介護保険事業計画を策定するために、倉敷市高齢者保健福祉計画及び倉敷市介護保険

事業計画策定幹事会（以下「幹事会」という。）及びワーキング部会を設置する。 

（幹事会） 

第２条 幹事会に幹事を置き、幹事は別表第１に定める職にある者をもって充てる。 

２ 幹事会は保健福祉局参与（兼健康福祉部長）が招集し、幹事会は保健福祉局参与（兼健康福祉

部長）が議長となる。 

３ 議長に事故があるときは、議長が指名した者がその職務を代理する。 

４ 議長は、第１項に掲げるもののほか、必要と認める者を幹事として加えることができる。 

５ 議長は、必要と認めるときは、関係部局の職員の出席を求め、説明又は意見を聴くことができ

る。 

（幹事の職務） 

第３条 幹事は、次に掲げる事務を処理する。 

  （１） 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定に関する事務事業の企画立案及び連絡調

整に関すること。 

  （２） 前号の事務事業に関し、必要な実施状況の報告に関すること。 

  （３） 前２号に掲げるもののほか、必要と認める事項。 

（ワーキング部会） 

第４条 ワーキング部会に部会員を置き、部会員は別表第２に掲げる部署に所属する者をもって充

てる。 

２ ワーキング部会は、健康福祉部参事（兼健康長寿課長）が招集し、会長は健康福祉部参事（兼

健康長寿課長）を充てる。 

３ 会長に事故があるときは、会長が指名した者がその職務を代理する。 

４ 会長は、第１項に掲げるもののほか、必要と認める者を部会員として加えることができる。 

５ 会長は、必要と認めるときは、関係部局の職員の出席を求め、説明又は意見を聴くことができ

る。 

（部会員の職務） 

第５条 部会員は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

  （１） 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画案の作成 

  （２） 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定に必要な事項 

  （３） 前２号に掲げるもののほか、必要と認める事項 

（庶務） 

第６条 幹事会及びワーキング部会の庶務は、保健福祉局健康福祉部健康長寿課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要領に定めるもののほか、幹事会及びワーキング部会の運営に関して必要な事項は別

に定める。 
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別表第１（第２条関係） 

保健福祉局参与（兼健康福祉部長）、企画財政局企画財政部長、建設局建築部参事（住宅行政

担当）、社会福祉部長、保健所参事、保健福祉局副参事（兼保健福祉推進課長）、保健福祉局

副参事（兼指導監査課長） 

  

別表第２（第４条関係） 

保健福祉推進課、指導監査課、福祉援護課、障がい福祉課、健康長寿課、国民健康保険課、

介護保険課、医療給付課、保健課、健康づくり課、住宅課 
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７ 各担当課等問い合わせ先一覧 

 

市外局番（０８６） 

担 当 課 名 等 連絡先電話番号 

市民活動推進課 ４２６－３１０７ 

防災推進課 ４２６－３１３１ 

生活安全課 ４２６－３２７５ 

消費生活センター 
４２６－３９２２ 

（消費相談専用 ４２６－３１１５） 

保健福祉推進課 ４２６－３３０３ 

指導監査課 ４２６－３２９７ 

福祉援護課 ４２６－３３２１ 

障がい福祉課 ４２６－３３０５ 

健康長寿課 ４２６－３３１５ 

介護保険課 ４２６－３３４３ 

国民健康保険課 ４２６－３２８１ 

医療給付課 ４２６－３３９５ 

保健課 ４３４－９８００ 

健康づくり課 ４３４－９８２０ 

スポーツ振興課 ４２６－３８５５ 

交通政策課 ４２６－３５４５ 

住宅課 ４２６－３５３１ 

消防局 予防課 ４２６－１１９４ 

市民学習センター ４５４－００１１ 

倉敷市社会福祉協議会 ４３４－３３０１ 
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